
(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
対象物の中古流通価格又は中古流通価格の新品価格に対する比率（以下、中古流通価格と
その新品価格に対する比率を総称して「残価」と呼ぶ）、対象物の属性、及び対象物の経
過期間を含む取引データを記憶する中古価格データベースと、
対象物の属性が代表属性値を取ると擬制した場合（以下、このように擬制することを「標
準化」と呼ぶ。）における残価を算出するための標準化情報を記憶する第１の記憶手段と
、
標準化した対象物の属性が所定の属性値を取ると擬制した場合（以下、このように擬制す
ることを「非標準化」と呼ぶ。）における残価を算出するための非標準化情報を記憶する
第２の記憶手段と、
前記中古価格データベースに記憶されている取引データを読み出し、前記第１の記憶手段
を参照して、該取引データに含まれる対象物の所定属性の属性値に対応する標準化情報を
取得し、前記取得した標準化情報に基づいて該取引データに含まれる対象物の残価を修正
して、標準化された残価を算出する標準化手段と、
前記標準化された残価と該取引データに含まれる経過期間に基づき所定将来における標準
化された予測残価を算出する標準予測残価算出手段と、
記憶手段に記憶する属性の構成比に基づいて、対象物が備える属性の属性値を確率的に選
択し、前記第２の記憶手段を参照して、前記選択した属性値に対応する非標準化情報を取
得し、前記取得した非標準化情報に基づいて前記標準化された予測残価を修正して、非標
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準化された予測残価を求める非標準予測残価算出手段と、を備えることを特徴とする残価
予測システム。
【請求項２】
前記標準予測残価算出手段は、
（取引データに含まれる経過期間、該取引データに対応する前記標準化された残価）の各
値を含むデータ群に対して所定の関数を当てはめ、所定時点における標準化された予測残
価を算出する予測モデル関数を生成する手段と、
前記生成された予測モデル関数に基づき所定将来における標準化された予測残価を算出す
る手段と、を備えることを特徴とする 記載の残価予測システム。
【請求項３】
前記対象物は車であり、前記属性は車色、グレードのうち少なくともいずれかを含むこと
を特徴とする 記載の残価予測システム。
【請求項４】
標準化手段が、対象物の中古流通価格又は中古流通価格の新品価格に対する比率（以下、
中古流通価格とその新品価格に対する比率を総称して「残価」と呼ぶ）、対象物の属性、
及び対象物の経過期間を含む取引データを記憶する中古価格データベースを参照して取引
データを読み出し、対象物の属性が代表属性値を取ると擬制した場合（以下、このように
擬制することを「標準化」と呼ぶ。）における残価を算出するための標準化情報を記憶す
る第１の記憶手段を参照して、該取引データに含まれる対象物の所定属性の属性値に対応
する標準化情報を取得し、前記取得した標準化情報に基づいて該取引データに含まれる対
象物の残価を修正して、標準化された残価を算出する工程と、
標準予測残価算出手段が、前記標準化された残価と該取引データに含まれる経過期間に基
づき所定将来における標準化された予測残価を算出する工程と、
非標準予測残価算出手段が、記憶手段に記憶する属性の構成比に基づいて、対象物が備え
る属性の属性値を確率的に選択し、標準化した対象物の属性が所定の属性値を取ると擬制
した場合（以下、このように擬制することを「非標準化」と呼ぶ。）における残価を算出
するための非標準化情報を記憶する第２の記憶手段を参照して、前記選択した属性値に対
応する非標準化情報を取得し、前記取得した非標準化情報に基づいて前記標準化された予
測残価を修正して、非標準化された予測残価を求める工程と、を備えることを特徴とする
残価予測方法。
【請求項５】
前記標準予測残価算出手段が、
（取引データに含まれる経過期間、該取引データに対応する前記標準化された残価）の各
値を含むデータ群に対して所定の関数を当てはめ、所定時点における標準化された予測残
価を算出する予測モデル関数を生成する工程と、
前記生成された予測モデル関数に基づき所定将来における標準化された予測残価を算出す
る工程と、を備えることを特徴とする 記載の残価予測方法。
【請求項６】
前記対象物は車であり、前記属性は車色、グレードのうち少なくともいずれかを含むこと
を特徴とする 記載の残価予測方法。
【請求項７】

のいずれか１項に記載の残価予測方法をコンピュータで実行させるための
残価予測プログラムを格納したコンピュータ読み取り可能な記録媒体。
【発明の詳細な説明】
【０００１】
【発明の属する技術分野】
本発明は、対象物の将来における残価の変動を予測する技術に関する。特に、対象物が複
数の属性値を取り得る属性を備えている場合に有効な予測技術に関する。
【０００２】
【従来の技術】
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請求項４

請求項４又は５

請求項４乃至６



従来において、財物を実際に購入する代わりに借り受けて使用するリース方式（レンタル
方式を含む）が知られている。リース方式を利用した場合、財物の維持・管理などをリー
ス会社に任せることができ、また初期費用も購入する場合に比べて低額ですむなど、利用
者にとってメリットも多い。そのため、今日では、車や大型機械など多種多様な財物に関
してリース方式が導入されてきている。
【０００３】
車などを対象としたリース方式では、リース開始時にリース期間経過後における財物の残
価を想定し、かかる想定残価に基づきリース料を算出する枠組みを取る場合が多い。この
ような想定残価をベースとする枠組みは、例えば財物を担保として融資を行う場合の融資
額の決定や、車両保険の設計など、リース方式以外においても採用することができる。
【０００４】
想定残価の算出方法としては、財物の耐用年数を基準とした減価償却方式が知られている
。減価償却方式には定額法と定率法があり、例えば財物が車の場合は以下の式により想定
残価（将来における時価）が算出されることになる。
定率法：想定残価＝取得価額×（１－０．３１９）経 過 年 数

定額法：想定残価＝取得価額－（取得価額×（１－１／１０）×０．１６６×経過年数）
ここで、リース開始時に設定した想定残価と、実際にリース期間が経過した時点における
残価とは通常一致しない場合が多く、想定残価より実際の残価の方が低額の場合、その差
額はリース会社の損失となってしまう。
【０００５】
そこで、経時的に価値が減少していく財物を対象として、財物の将来における残価の変動
に起因する損失を補償する方法として、残価保証保険というスキームが考えられる。残価
保証保険とは、将来のある特定した時点において、残価が想定した価格より下落している
場合に、原則として、差額（＝想定した価格－実際の残価）が保険金として支払われる保
険である。
【０００６】
このような残価保証保険において、複数の財物を同時にリースする場合、これら複数の財
物をまとめて一つのグループを形成し、グループ単位で残価保証保険の対象とする考え方
がある。このようなグループはプールと呼ばれる。この場合、残価保証保険は、プール内
のトータル残価が一定水準より下落した場合に発動されることになる。
【０００７】
【発明が解決しようとする課題】
リース、担保融資等の金融関係、保険等の分野で必要とされるのは、当該財物を継続して
利用する場合の価値ではなく、中古品として処分した場合の交換価値の把握であることか
ら、減価償却という会計的手法による将来価値の予測は、この目的には適合しておらず、
正確な予測が不可能であった。この予測精度の低さのため、保険事業者等は採算割れを避
けるために、財物の将来価値を低めに割り引いて評価せざるを得なかった。
【０００８】
そこで、本発明は、中古品として処分した場合における交換価値という観点から、対象物
の将来における残価を精度よく予測する技術を提供することを第１の目的とする。
【０００９】
かかる第１の目的を達成すべく、（１）同一カテゴリに分類される財物の取引データを収
集する、（２）各取引データより、取引時の経年期間及び残価（中古価格）を抽出する、
（３）抽出したデータ群（経年期間、残価）に対し関数近似を行う、（４）近似関数に基
づいて所定将来の残価を予測する、という残価予測手順を考える。予測した残価に基づき
残価保証保険の設計をする場合は、更に、（５）予測残価に基づいて残価保証保険を設計
する（保険料を算出する）、という手順を追加する。
【００１０】
かかる手順において、近似関数の予測精度を上げるためには、同傾向を示すデータが同一
カテゴリに分類されるようにカテゴリを設定する必要がある。特に、対象となる財物が残
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価に大きな影響を与え得る属性を備えている場合、そのような属性に関しては、属性値ご
とにカテゴリを設定することが望ましい。
【００１１】
しかし、属性値ごとにカテゴリを細分化すると、同一カテゴリに属する取引データ数が少
なくなり、逆に近似関数の信頼性が大きく低下してしまうという問題が生じることになる
。
【００１２】
例えば、中古車市場においては、同一車種であっても、車色、グレードといった車が備え
る属性によって残価が大きく変わってくる場合がある。そのため、車色やグレードを考慮
せずに「車種」のみをカテゴリとして設定して近似関数を求めたとしても、適切な残価を
予測することはできない。
【００１３】
一方、車には多種多様の車色やグレードが存在するため、車色やグレードまで考慮してカ
テゴリを設定すると、カテゴリによっては取引データ数をほとんど収集できなくなってし
まう。
【００１４】
そこで、本発明は、対象となる財物が残価に大きな影響を与え得る属性を備えている場合
、その属性に関し、細分化によるデータ減少を起こすことなく、同傾向を示すデータに基
づいて、精度よく残価を予測することができる技術を提供することを第２の目的とする。
【００１５】
ところで、一定数のプールを形成して残価保証を行う場合、プール内における属性の構成
比（属性値の出現比）は保険の発動に直接的に影響を与えることになる。例えば、車を対
象として同一台数のプールを形成した場合、残価の高い車色やグレードの車が多く占める
場合における保険発動率と、残価の低い車色やグレードの車が多く占める場合における保
険発動率とでは、大きく異なってくると考えられる。
【００１６】
更に、プール形成数が異なる場合、属性の構成比のばらつきも異なってくることになる。
例えば、プール形成数が多い場合、実際に観測される構成比のばらつき（分散）は小さく
なり、平均的な構成比を取る場合が多くなる。一方、プール形成数が少ない場合、観測さ
れる構成比のばらつきは大きくなり、偏った構成比を取る割合が増加する。このことは、
プール形成数の大小にかかわらず常に同じ構成比を固定的に用いて保険を設計したのでは
、構成比のばらつきが考慮されないため、適切な保険が設計できないことを意味する。
【００１７】
そこで、本発明は、対象となる財物が残価に影響を与える属性を備えている場合であって
、一定数の財物をまとめてプールを形成し、プール単位で残価保証保険を設計する場合に
、プール内の属性の構成比、更にはプール形成数に依存する属性の構成比のばらつきをも
考慮して、残価保証保険の保険料を算出する技術を提供することを第３の目的とする。
【００１８】
【課題を解決するための手段】
本発明の残価予測システムは、対象物の中古流通価格又は中古流通価格の新品価格に対す
る比率（以下、中古流通価格とその新品価格に対する比率を総称して「残価」と呼ぶ）、
対象物の属性、及び対象物の経過期間を含む取引データを記憶する中古価格データベース
と、前記中古価格データベースに記憶する残価と経過期間の対応関係に基づき、所定将来
における予測残価を算出し記憶する予測残価算出手段と、を備え
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、前記予測残価算出手段
は、前記中古価格データベースに記憶されている取引データについて、該取引データに含
まれる対象物の残価を、該取引データに含まれる対象物の所定属性の属性値に基づき補正
して、当該対象物の属性が代表属性値を取ると擬制した場合（以下、代表属性値を取ると
擬制することを「標準化」と呼ぶ。）の残価を算出し、かかる標準化された残価と該取引
データに含まれる経過期間に基づき所定将来における標準化された予測残価を算出し記憶
する標準予測残価算出手段と、前記標準化された予測残価に対し、残価を予測したい対象
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物が備える属性に対応する修正を施して非標準化された予測残価を求め記憶する非標準化
予測残価算出手段と、を備えることを特徴とする。また本発明の残価予測システムは、対
象物の中古流通価格又は中古流通価格の新品価格に対する比率（以下、中古流通価格とそ
の新品価格に対する比率を総称して「残価」と呼ぶ）、対象物の属性、及び対象物の経過
期間を含む取引データを記憶する中古価格データベースと、前記中古価格データベースに
記憶する残価と経過期間の対応関係に基づき、所定将来における予測残価を算出し記憶す
る予測残価算出手段と、を備え、前記予測残価算出手段は、対象物が代表属性値を取ると
擬制した場合（以下、代表属性値を取ると擬制することを「標準化」と呼ぶ。）の、所定
将来における予測残価（以下、「標準化された予測残価」と呼ぶ。）を算出し記憶する標
準予測残価算出手段と、記憶手段に記憶する属性の構成比に基づいて、対象物が備える属
性の属性値を確率的に選択し、前記標準化された予測残価に対し前記選択した属性値に対
応する修正を施して非標準化された予測残価を求め記憶する非標準予測残価算出手段と、
を備えることを特徴とする。
好適には、前記標準予測残価算出手段は、前記中古価格データベースに記憶されている取
引データについて、該取引データに含まれる対象物の残価を、該取引データに含まれる対
象物の所定属性の属性値に基づき補正して、標準化された残価を算出する標準化機能と、
前記標準化された残価と該取引データに含まれる経過期間に基づき、標準化された予測残
価の期待値を算出する関数（以下、「予測関数」と呼ぶ。）を求める機能と、前記予測関
数に基づき所定将来における標準化された予測残価の期待値を算出する機能と、を備える
ことを特徴とする。
また好適には、前記標準予測残価算出手段は、記憶手段に記憶する対象物の残価を、該対
象物の所定属性の属性値に基づき補正して、標準化された残価を算出する標準化機能と、
前記標準化された残価と該対象物の経過期間に基づき、標準化された予測残価の期待値を
算出する関数（以下、「予測関数」と呼ぶ。）を求める機能と、前記標準化された残価に
基づき、前記予測関数まわりの分散を求める機能と、前記予測関数に基づき所定将来にお
ける標準化された予測残価の期待値を算出する機能と、（平均値、分散）＝（前記算出し
た期待値、前記求めた分散）となる分布に基づいて標本値を発生させ、標準化された予測
残価として記憶する機能と、を備えることを特徴とする。
また本発明の残価予測システムは、対象物の中古流通価格又は中古流通価格の新品価格に
対する比率（以下、中古流通価格とその新品価格に対する比率を総称して「残価」と呼ぶ
）、対象物の属性、及び対象物の経過期間を含む取引データを記憶する中古価格データベ
ースと、対象物の属性が代表属性値を取ると擬制した場合（以下、このように擬制するこ
とを「標準化」と呼ぶ。）における残価を算出するための標準化情報を記憶する第１の記
憶手段と、標準化した対象物の属性が所定の属性値を取ると擬制した場合（以下、このよ
うに擬制することを「非標準化」と呼ぶ。）における残価を算出するための非標準化情報
を記憶する第２の記憶手段と、前記中古価格データベースに記憶されている取引データを
読み出し、前記第１の記憶手段を参照して、該取引データに含まれる対象物の所定属性の
属性値に対応する標準化情報を取得し、前記取得した標準化情報に基づいて該取引データ
に含まれる対象物の残価を修正して、標準化された残価を算出する標準化手段と、前記標
準化された残価と該取引データに含まれる経過期間に基づき所定将来における標準化され
た予測残価を算出する標準予測残価算出手段と、前記第２の記憶手段を参照して、残価を
予測したい対象物が備える属性に対応する非標準化情報を取得し、前記取得した非標準化
情報に基づいて前記標準化された予測残価を修正して、非標準化された予測残価を求める
非標準予測残価算出手段と、を備えることを特徴とする。
また本発明の残価予測システムは、対象物の中古流通価格又は中古流通価格の新品価格に
対する比率（以下、中古流通価格とその新品価格に対する比率を総称して「残価」と呼ぶ
）、対象物の属性、及び対象物の経過期間を含む取引データを記憶する中古価格データベ
ースと、対象物の属性が代表属性値を取ると擬制した場合（以下、このように擬制するこ
とを「標準化」と呼ぶ。）における残価を算出するための標準化情報を記憶する第１の記
憶手段と、標準化した対象物の属性が所定の属性値を取ると擬制した場合（以下、このよ



。

【００２２】
本発明の残価予測方法は、残価予測手段が、対象物の中古流通価格又は中古流通価格の新
品価格に対する比率（以下、中古流通価格とその新品価格に対する比率を総称して「残価
」と呼ぶ）、対象物の属性、及び対象物の経過期間を含む取引データを記憶する中古価格
データベースを参照し、対象物の残価と経過期間の対応関係を求め、関数記憶手段に記憶
する工程と、入力手段が、ユーザから所定の将来時点を受け付ける工程と、残価予測手段
が、前記関数記憶手段を参照して前記対応関係を読み出し、該対応関係に基づいて前記受
け付けた所定の将来時点における予測残価を算出する予測残価算出工程と、を備え

。
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うに擬制することを「非標準化」と呼ぶ。）における残価を算出するための非標準化情報
を記憶する第２の記憶手段と、前記中古価格データベースに記憶されている取引データを
読み出し、前記第１の記憶手段を参照して、該取引データに含まれる対象物の所定属性の
属性値に対応する標準化情報を取得し、前記取得した標準化情報に基づいて該取引データ
に含まれる対象物の残価を修正して、標準化された残価を算出する標準化手段と、前記標
準化された残価と該取引データに含まれる経過期間に基づき所定将来における標準化され
た予測残価を算出する標準予測残価算出手段と、記憶手段に記憶する属性の構成比に基づ
いて、対象物が備える属性の属性値を確率的に選択し、前記第２の記憶手段を参照して、
前記選択した属性値に対応する非標準化情報を取得し、前記取得した非標準化情報に基づ
いて前記標準化された予測残価を修正して、非標準化された予測残価を求める非標準予測
残価算出手段と、を備えることを特徴とする。
好適には、前記標準予測残価算出手段は、（取引データに含まれる経過期間、該取引デー
タに対応する前記標準化された残価）の各値を含むデータ群に対して所定の関数を当ては
め、所定時点における標準化された予測残価を算出する予測モデル関数を生成する手段と
、前記生成された予測モデル関数に基づき所定将来における標準化された予測残価を算出
する手段と、を備えることを特徴とする。好適には、前記対象物は車であり、前記属性は
車色、グレードのうち少なくともいずれかを含むことを特徴とする
本発明の予測モデル関数生成システムは、対象物の中古流通価格又は中古流通価格の新品
価格に対する比率（以下、中古流通価格とその新品価格に対する比率を総称して「残価」
と呼ぶ）、対象物の属性、及び対象物の経過期間を含む取引データを記憶する中古価格デ
ータベースと、対象物の属性が代表属性値を取ると擬制した場合（以下、このように擬制
することを「標準化」と呼ぶ。）における残価を算出するための標準化情報を記憶する第
１の記憶手段と、前記中古価格データベースに記憶されている取引データを読み出し、前
記第１の記憶手段を参照して、該取引データに含まれる対象物の所定属性の属性値に対応
する標準化情報を取得し、前記取得した標準化情報に基づいて該取引データに含まれる対
象物の残価を修正して、標準化された残価を算出する標準化手段と、（取引データに含ま
れる経過期間、該取引データに対応する前記標準化された残価）の各値を含むデータ群に
対して所定の関数を当てはめ、所定時点における標準化された予測残価を算出する予測モ
デル関数を生成する手段と、を備えることを特徴とする。

、前記
対応関係を求める工程は、残価予測手段が、前記中古価格データベースに記憶されている
取引データを読み出し、前記読み出した取引データに含まれる対象物の残価を、該取引デ
ータに含まれる対象物の所定属性の属性値に基づき補正して、当該対象物の属性が代表属
性値を取ると擬制した場合（以下、代表属性値を取ると擬制することを「標準化」と呼ぶ
。）の残価を算出し、かかる標準化された残価と前記読み出した取引データに含まれる経
過期間の対応関係を求める工程を備え、前記予測残価算出工程は、残価予測手段が、前記
関数記憶手段を参照して前記対応関係を読み出し、該対応関係に基づいて前記受け付けた
所定の将来時点における標準化された予測残価を算出し記憶する標準予測残価算出工程と
、前記標準化された予測残価に対し、残価を予測したい対象物が備える属性に対応する修
正を施して非標準化された予測残価を求め記憶する非標準化予測残価算出工程と、を備え
ることを特徴とする
また本発明の残価予測方法は、残価予測手段が、対象物の中古流通価格又は中古流通価格
の新品価格に対する比率（以下、中古流通価格とその新品価格に対する比率を総称して「
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残価」と呼ぶ）、対象物の属性、及び対象物の経過期間を含む取引データを記憶する中古
価格データベースを参照し、対象物の残価と経過期間の対応関係を求め、関数記憶手段に
記憶する工程と、入力手段が、ユーザから所定の将来時点を受け付ける工程と、残価予測
手段が、前記関数記憶手段を参照して前記対応関係を読み出し、該対応関係に基づいて前
記受け付けた所定の将来時点における予測残価を算出する予測残価算出工程と、を備え、
前記予測残価算出工程は、残価予測手段が、前記関数記憶手段に記憶する前記対応関係に
基づいて、対象物が代表属性値を取ると擬制した場合（以下、代表属性値を取ると擬制す
ることを「標準化」と呼ぶ。）の、前記受け付けた所定の将来時点における標準化された
予測残価（以下、「標準化された予測残価」と呼ぶ。）を算出し記憶する標準予測残価算
出工程と、記憶手段に記憶する属性の構成比に基づいて、対象物が備える属性の属性値を
確率的に選択し、前記標準化された予測残価に対し前記選択した属性値に対応する修正を
施して非標準化された予測残価を求め記憶する非標準予測残価算出工程と、を備えること
を特徴とする。
好適には、前記標準予測残価算出工程は、残価予測手段が、前記中古価格データベースに
記憶されている取引データについて、該取引データに含まれる対象物の残価を、該取引デ
ータに含まれる対象物の所定属性の属性値に基づき補正して、標準化された残価を算出す
る標準化工程と、前記標準化された残価と該取引データに含まれる経過期間に基づき、標
準化された予測残価の期待値を算出する関数（以下、「予測関数」と呼ぶ。）を求める工
程と、前記予測関数に基づき前記受け付けた所定の将来時点における標準化された予測残
価の期待値を算出する工程と、を備えることを特徴とする。
また好適には、前記標準予測残価算出工程は、残価予測手段が、記憶手段に記憶する対象
物の残価を、該対象物の所定属性の属性値に基づき補正して、標準化された残価を算出す
る標準化工程と、前記標準化された残価と該対象物の経過期間に基づき、標準化された予
測残価の期待値を算出する関数（以下、「予測関数」と呼ぶ。）を求める工程と、前記標
準化された残価に基づき、前記予測関数まわりの分散を求める工程と、前記予測関数に基
づき前記受け付けた所定の将来時点における標準化された予測残価の期待値を算出する工
程と、（平均値、分散）＝（前記算出した期待値、前記求めた分散）となる分布に基づい
て標本値を発生させ、標準化された予測残価として記憶する工程と、を備えることを特徴
とする。
また本発明の残価予測方法は、標準化手段が、対象物の中古流通価格又は中古流通価格の
新品価格に対する比率（以下、中古流通価格とその新品価格に対する比率を総称して「残
価」と呼ぶ）、対象物の属性、及び対象物の経過期間を含む取引データを記憶する中古価
格データベースを参照して取引データを読み出し、対象物の属性が代表属性値を取ると擬
制した場合（以下、このように擬制することを「標準化」と呼ぶ。）における残価を算出
するための標準化情報を記憶する第１の記憶手段を参照して、該取引データに含まれる対
象物の所定属性の属性値に対応する標準化情報を取得し、前記取得した標準化情報に基づ
いて該取引データに含まれる対象物の残価を修正して、標準化された残価を算出する工程
と、標準予測残価算出手段が、前記標準化された残価と該取引データに含まれる経過期間
に基づき所定将来における標準化された予測残価を算出する工程と、非標準予測残価算出
手段が、標準化した対象物の属性が所定の属性値を取ると擬制した場合（以下、このよう
に擬制することを「非標準化」と呼ぶ。）における残価を算出するための非標準化情報を
記憶する第２の記憶手段を参照して、残価を予測したい対象物が備える属性に対応する非
標準化情報を取得し、前記取得した非標準化情報に基づいて前記標準化された予測残価を
修正して、非標準化された予測残価を求める工程と、を備えることを特徴とする。
また本発明の残価予測方法は、標準化手段が、対象物の中古流通価格又は中古流通価格の
新品価格に対する比率（以下、中古流通価格とその新品価格に対する比率を総称して「残
価」と呼ぶ）、対象物の属性、及び対象物の経過期間を含む取引データを記憶する中古価
格データベースを参照して取引データを読み出し、対象物の属性が代表属性値を取ると擬
制した場合（以下、このように擬制することを「標準化」と呼ぶ。）における残価を算出
するための標準化情報を記憶する第１の記憶手段を参照して、該取引データに含まれる対



前記対象物は車であり、前記属性は
車色、グレードのうち少なくとも ことを特徴とする。

【００３５】
本発明のプログラムは、本発明の残価予測方法、又は保険料算出方法の各工程をコンピュ
ータ上で実行させることを特徴とする。本発明のプログラムは、ＣＤ－ＲＯＭ、磁気ディ
スク、半導体メモリなどの各種の記録媒体を通じてコンピュータにインストールまたはロ
ードすることができる。
【００３６】
【発明の実施の形態】
（第１の実施形態）
以下に本発明の実施の形態について図面を用いて説明する。図１は、本発明の第１の実施
の形態である保険料算出システムの構成をあらわすブロック図である。図１に示すように
、本保険料算出システム１は、関数記憶手段１０と、分散記憶手段１１と、構成比記憶手
段１２と、非標準化情報記憶手段１３と、制御手段１４とを含んで構成される。
【００３７】
ここで、本発明による保険設計システムは上記の各手段を備えていれば足り、物理的には
保険料算出用に専用化したシステム、あるいは汎用の情報処理装置のいずれでもよい。例
えば、処理装置と入力手段と記憶手段と出力手段とを備えた一般的な構成の情報処理装置
において、本発明の保険料算出方法における各工程を規定したソフトウェアプログラムを
起動することにより、本発明の保険料算出システムを実現することができる。なお、前記
専用化したシステム又は情報処理装置は、単一のコンピュータにより構成されるものであ
っても、ネットワーク上に分散した複数のコンピュータにより構成されるものであっても
よい。
【００３８】
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象物の所定属性の属性値に対応する標準化情報を取得し、前記取得した標準化情報に基づ
いて該取引データに含まれる対象物の残価を修正して、標準化された残価を算出する工程
と、標準予測残価算出手段が、前記標準化された残価と該取引データに含まれる経過期間
に基づき所定将来における標準化された予測残価を算出する工程と、非標準予測残価算出
手段が、記憶手段に記憶する属性の構成比に基づいて、対象物が備える属性の属性値を確
率的に選択し、標準化した対象物の属性が所定の属性値を取ると擬制した場合（以下、こ
のように擬制することを「非標準化」と呼ぶ。）における残価を算出するための非標準化
情報を記憶する第２の記憶手段を参照して、前記選択した属性値に対応する非標準化情報
を取得し、前記取得した非標準化情報に基づいて前記標準化された予測残価を修正して、
非標準化された予測残価を求める工程と、を備えることを特徴とする。
好適には、前記標準予測残価算出手段が、（取引データに含まれる経過期間、該取引デー
タに対応する前記標準化された残価）の各値を含むデータ群に対して所定の関数を当ては
め、所定時点における標準化された予測残価を算出する予測モデル関数を生成する工程と
、前記生成された予測モデル関数に基づき所定将来における標準化された予測残価を算出
する工程と、を備えることを特徴とする。好適には、

いずれかを含む
また本発明の予測モデル関数生成方法は、標準化手段が、対象物の中古流通価格又は中古
流通価格の新品価格に対する比率（以下、中古流通価格とその新品価格に対する比率を総
称して「残価」と呼ぶ）、対象物の属性、及び対象物の経過期間を含む取引データを記憶
する中古価格データベースを参照して取引データを読み出し、対象物の属性が代表属性値
を取ると擬制した場合（以下、このように擬制することを「標準化」と呼ぶ。）における
残価を算出するための標準化情報を記憶する第１の記憶手段を参照して、該取引データに
含まれる対象物の所定属性の属性値に対応する標準化情報を取得し、前記取得した標準化
情報に基づいて該取引データに含まれる対象物の残価を修正して、標準化された残価を算
出する工程と、予測モデル関数を求める手段が、（取引データに含まれる経過期間、該取
引データに対応する前記標準化された残価）の各値を含むデータ群に対して所定の関数を
当てはめ、所定時点における標準化された予測残価を算出する予測モデル関数を生成する
工程と、を備えることを特徴とする。



本発明において、どのような財物を残価保証保険の対象物とするかは設計に応じて定める
ことができる。以下、本実施形態では、車を残価保証保険の対象物とした場合を例として
説明を行う。
【００３９】
関数記憶手段１０は、車種ごとに、車色やグレードについて標準化されたデータに基づく
予測モデル関数を記憶している（より具体的には、関数を構成するパラメータを記憶して
いる）。
【００４０】
予測モデル関数とは、経時情報（例えば、新車として販売されてから経過した期間）を入
力とし、入力された経時情報に対応する予測残価率を出力する関数である。このような関
数は、例えば、残価情報を保持する中古車価格データベース２０に基づいて求めることが
できる。
【００４１】
中古車価格データベース２０は、中古車市場における取引データを複数記憶しており、各
取引データには、少なくとも、（車種、車色、グレード、経年期間（経過年数）、残価率
（又は残価））の各値が含まれている。すなわち、中古車価格データベース２０は残価デ
ータベースとして機能する。
【００４２】
残価率に代えて、中古車価格と新車価格を含んでいてもよい。この場合、制御手段１４は
、各取引データについて、中古車価格データベース２０から中古車価格と新車価格を読み
出し、（残価率＝中古車価格／新車価格）に従って残価率を求め、経年期間に対応づけて
システム内に記憶する処理を実行する。
【００４３】
このように、中古車価格データベース２０を参照して、実際に中古車市場において流通す
る中古車の残価率を用いて予測モデル関数を求めるように構成することで、中古品として
処分した場合の交換価値が適切に反映された残価を予測することができる予測モデル関数
を求めることが可能となる。
【００４４】
なお、中古車価格データベース２０は、本保険料算出システム１の一部として備えるよう
に構成してもよいし、外部の情報処理装置として構成してもよい。
【００４５】
ここで、予測モデル関数は、単純には、入力された経時情報に対応する取引データの残価
率の平均値を出力する関数として構成することもできるが、標準化されたデータに基づい
て予測モデル関数を求めることにより、より予測精度を向上させることができる。以下、
標準化されたデータに基づく予測モデル関数を求める手法について説明する。
【００４６】
まず中古車価格データベース２０より、同一車種の中古車について、（車色、グレード、
経年期間、残価率）の各値を含むデータ群１００を抽出する。次に、データ群１００に対
し、各データの車色、グレードに応じて標準化を行い、（経年期間、修正残価率）の各値
を含む、標準化されたデータ群１０１を得る。そして、標準化されたデータ群１０１に対
して、例えば指数関数を当てはめて、予測モデル関数１０２を求める（図２参照）。指数
関数等の当てはめには、各種の非線型最小２乗法のアルゴリズムを用いることができる。
【００４７】
ここで、データを「標準化」するとは、財物が備える属性に関して代表的な属性値を定め
ておき、各データが代表属性値を取ると擬制した場合の修正残価率を求めることをいう。
【００４８】
かかる標準化は、カテゴリを属性値ごとに細分化することによって同一カテゴリに同傾向
を示すデータを集約させるのではなく、全データが代表属性値を取ると擬制することによ
って同一カテゴリに同傾向を示すデータを集約させているため、細分化によるデータ減少
を起こすことなく、データ群１０１の全データを用いて予測モデル関数を求めることがで
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きる。
【００４９】
上記予測モデル関数を求める処理を制御手段１４において実行し、得られた予測モデル関
数を関数記憶手段１０に記憶するように構成してもよい。この場合、本保険料算出システ
ム１は、標準化する際に用いる標準化情報を記憶する。かかる標準化情報は、各車種の各
車色、各グレードについて用意され、例えば、残価率に対する乗算係数、又は加減項とし
て構成することができる。
【００５０】
乗算係数として構成する場合、修正残価率＝残価率×乗算係数の式に従い、標準化を行う
。例えば、車色、グレードともに標準化情報を乗算係数として構成した場合であれば、前
記式は、修正残価率＝残価率×車色の乗算係数×グレードの乗算係数となる。一方、加減
項として構成する場合、修正残価率＝残価率＋加減項の式に従い、標準化を行う。乗算係
数とするかは加減項とするかは、設計に応じて車色、グレードごとに定めることができる
。
【００５１】
前記乗算係数としては、例えば、車種ごとに、（代表車色の平均残価率／各車色の平均残
価率）、（代表グレードの平均残価率／各グレードの平均残価率）を算出して用いること
ができる。また、前記加減項としては、車種ごとに、（代表車色の平均残価率－各車色の
平均残価率）、（代表グレードの平均残価率－各グレードの平均残価率）を算出して用い
ることができる。各平均残価率は、中古車価格データベース２０の各データに基づいて算
出する。なお、代表車色や代表グレードは車種ごとに設計に応じて予め定めておけばよい
。
【００５２】
分散記憶手段１１は、車種ごとに、予測モデル関数まわりの分散（以下、「予測モデル分
散」と呼ぶ。）を記憶している。
【００５３】
図２に示すように、データ群１０１は、予測モデル関数１０２上に完全には乗らず、関数
のまわりに所定の分布１０３を形成している。予測モデル分散は、前記分布の分散であり
、例えば、予測モデル関数１０２を求める過程で得られた残差２乗和をデータ群１０１の
データ数で除算することにより求めることができる。
【００５４】
構成比記憶手段１２は、車種ごとに、その車種において採用されている各車色の構成比、
その車種において採用されている各グレードの構成比を記憶している。
構成比は、例えば、データ群１００に占める各色、各グレードの台数をカウントし、デー
タ群１００のデータ数に対する割合を求めることにより、算出できる。構成比を百分率で
表した場合の例を図３に示す。かかる例では、車色は、黒、白、赤の３色を取り、５０％
、３０％、２０％の構成比となっている。また、グレードは、ツーリスト、グランド、ス
ポーツの３タイプを取り、４０％、３０％、３０％となっている。
非標準化情報記憶手段１３は、車種ごとに、車色、グレードに対応させた非標準化情報を
記憶している。上述したように、予測モデル関数は、車色やグレードに関して標準化され
たデータに基づいて求めた関数（標準化モデル）となっているため、各車色やグレードご
とに細分化して求めた場合の予測モデル関数（細分化モデル）とは必ずしも一致しない。
非標準化情報は、このような標準化モデルと細分化モデルのずれを修正するための情報で
あり、例えば、標準化モデルに基づき得られた予測残価率に対する加減項、又は乗算係数
として構成することができる。
【００５５】
非標準化情報を加減項として構成する場合、データ群１０１を各車色、各グレードごとに
分類し、かかる分類したデータ群に対し、（各データの残価率－各データの経年情報を入
力とした場合の予測モデル関数の出力値）の期待値を算出して用いることができる。また
、乗算係数として構成する場合、分類したデータ群に対し、（各データの残価率／各デー
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タの経年情報を入力とした場合の予測モデル関数の出力値）の期待値を算出して用いるこ
とができる。
【００５６】
図４に非標準化情報の例を示す。かかる例では、車色については乗算係数として構成され
ており、それぞれ、黒、白、赤に対して１．０、１．２、０．７となっている。また、非
標準化情報は、グレードに関しては加減項として構成されており、それぞれ、ツーリスト
、グランド、スポーツに対して－３％、＋５％、－１％となっている。ただし、それぞれ
の非標準化情報を加減項とするか乗算係数とするかは設計に応じて定めればよい。
【００５７】
なお、非標準化情報を標準化情報に基づいて定めてもよい。例えば、標準化情報が乗算係
数で構成されている場合、（１／標準化情報）を非標準化情報の乗算係数として用いるこ
とができる。また、標準化情報が加減項として構成されている場合、（－標準化情報）を
非標準化情報の加減項として用いることができる。
【００５８】
本実施形態では、予測モデル関数、予測モデル分散、構成比、非標準化情報ごとにそれぞ
れ記憶手段を設ける構成として説明しているが、いずれの記憶手段も車種ごとに情報を記
憶しておくデータ構造となっているため、車種をキーとして検索可能な一つのデータベー
スに各情報を格納して記憶する構成としてもよい。なお、記憶手段に記憶されるデータの
検索・管理には、リレーショナルデーターベース等の従来のデーターベース技術を用いる
ことができる。
【００５９】
制御手段１４は、入力手段（図示せず）を介してユーザから種々の入力を受け付け、標準
残価率算出処理、非標準残価率算出処理、平均補償額算出処理、保険料算出処理等を実行
し、処理結果を出力手段（図示せず）を介してユーザに出力する。ユーザから入力を受け
付ける場合、例えば、表示装置に入力用画面を表示し、対話形式によってユーザに必要な
情報を入力させるように構成することが望ましい。
【００６０】
図１では、制御手段１４において実行される上記の各処理をそれぞれ機能手段としてとら
えて図示している。以下、各処理について説明する。なお、各処理のステップは処理内容
に矛盾を生じない範囲で任意に順番を変更して実行することができる。
【００６１】
（標準予測残価率算出処理）
標準予測残価率算出処理とは、所定将来における、全車色、全グレードに関して標準化さ
れた予測残価率を算出する処理である。以下、図５に示すフローチャートに基づいて、標
準予測残価率算出処理を詳しく説明する。
【００６２】
ステップＳ１００において、ユーザから車種、及び経過年数を受け付ける。
【００６３】
ステップＳ１０１において、関数記憶手段１０を参照して、受け付けた車種に対応する予
測モデル関数を読み出す。また、分散記憶手段１１を参照して、受け付けた車種に対応す
る予測モデル分散を読み出す。
ステップＳ１０２において、前記受け付けた経過年数を入力として、前記読み出した予測
モデル関数の出力を算出し、標準予測残価率期待値として記憶する。
【００６４】
ステップＳ１０３において、（平均値、分散）＝（標準予測残価率期待値、前記読み出し
た予測モデル分散）となる正規分布に従う標本値を発生させて、標準化された予測残価率
（標準予測残価率）として記憶する。かかる標本値の発生には周知の数値計算ライブラリ
を用いることができるが、以下のようにして発生させてもよい。まず、０～１までの範囲
で乱数ｒを発生させる。次に、

10

20

30

40

(11) JP 3581094 B2 2004.10.27



　
　
となるｘを標本値として求める。
このように、予測モデル関数の出力値をそのまま用いるのではなく、出力値を期待値（平
均値）とする正規分布に従って標本値を発生させ、かかる標本値を標準予測残価率として
用いるように構成しているため、予測モデル関数まわりのばらつきを考慮して標準予測残
価率を算出することができる。
【００６５】
（非標準予想残価率算出処理）
非標準予測残価率算出処理とは、プール内の属性の構成比がプール形成数に応じたばらつ
きを持つように、属性値を確率的に選択し、選択した属性値に応じて標準予測残価率に修
正を施して、非標準化された予測残価率を算出する処理である。ここで、予測残価率を「
非標準化」するとは、代表属性値をベースにした標準予測残価率（すなわち、標準化モデ
ルに基づき得られた予測残価率）に基づいて、標準化プロセスとは逆に、個々の属性値を
取ると擬制した場合の修正残価率を求めることをいう。以下、図６に示すフローチャート
に基づいて、非標準予測残価率算出処理を詳しく説明する。
【００６６】
ステップＳ２００において、ユーザからプールを形成する台数（プール形成数）Ｈを受け
付ける。なお、標準予測残価率算出処理においてプール形成数を受けつけて記憶しておく
ように構成してもよい。
【００６７】
ステップＳ２０１において、ループ変数ｉに１をセットする。
【００６８】
ステップＳ２０２において、構成比記憶手段１２を参照して、標準予測残価率算出処理で
受け付けた車種に対応する車色及びグレードの構成比を読み出す。
【００６９】
ステップＳ２０３において、各属性値を選択する確率が構成比に応じた確率となるように
設定し、かかる確率に従って車色及びグレードを選択する。図３の例では、構成比が百分
率で表されているため、かかる百分率がそのまま属性値を選択する確率として用いること
ができる。以下、車色として「白」、グレードとして「グランド」が選択されたとして説
明を続ける。
【００７０】
ステップＳ２０４において、非標準化情報記憶手段１３を参照して、前記受け付けた車種
について、車色の非標準化情報、及びグレードの非標準化情報を読み出す。図４の例では
、車色については「白」の場合の１．２が、グレードについては「グランド」の＋５％が
読み出されることになる。
【００７１】
ステップＳ２０５において、標準予測残価率算出処理で算出した標準予測残価率を読み出
し、かかる標準予測残価率に対し前記読み出した各非標準化情報に基づいて修正を施して
、非標準化された予測残価率を算出して記憶する。例えば、標準予測残価率を５０％とし
て、車色が「白」、グレードが「グランド」の場合の修正を施すと、非標準化された予測
残価率は以下のようになる。なお、車色とグレードのいずれについて先に修正を施すかは
設計に応じて定めればよい。
車色による修正を先に行う場合　　：５０％×１．２＋５％＝６５％
グレードによる修正を先に行う場合：（５０％＋５％）×１．２＝６６％
ステップＳ２０６において、ｉに１を加算する。
【００７２】
ステップＳ２０７において、ｉ≦Ｈである場合はステップＳ２０３に戻り、そうでない場
合は処理を終了する。
【００７３】
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このように、非標準予測残価率算出処理において確率的に車色及びグレードを選択するよ
うにしているため、プール内の車色やグレードの構成比は固定されず、プール形成数に応
じたばらつきを持つことになる。すなわち、プール形成数が多い場合は構成比のばらつき
は小さくなり、プール形成数が少ない場合は構成比のばらつきは大きくなる。
【００７４】
なお、本保険料算出システム１における、関数記憶手段１０と、分散記憶手段１１と、構
成比記憶手段１２と、非標準化情報記憶手段１３と、標準予測残価率算出処理、非標準予
測残価率算出処理を実行する制御手段１４を備える構成を、本発明の残価予測方法を実施
する残価予測システムとすることもできる（図７参照）。更に、前記残価予測システムに
おいて、上述した予測モデル関数を求める処理を実施するように構成してもよい。このと
き、中古車価格データベース２０は、本残価予測システムの一部として備えるように構成
してもよいし、外部の情報処理装置として構成してもよい。
【００７５】
（平均補償額算出処理）
平均補償額算出処理とは、複数の非標準化された予測残価率に基づいて、プール単位での
平均補償額を算出する処理である。ここで、補償額とは、残価保証保険が発動した場合に
補償される額である。以下、図８に示すフローチャートに基づいて、平均補償額算出処理
を詳しく説明する。
ステップＳ３００において、ユーザから基準残価（トリガー残価）を受け付ける。基準残
価は、残価保証保険が発動する水準を示す値であり、残価が基準残価を下回った場合に保
険が発動することになる。ただし、後述するように本実施形態ではプール単位で保険の発
動を決定するように構成している。
なお、標準残価率算出処理、非標準残価率算出処理において基準残価を受けつけて記憶し
ておくように構成してもよい。
【００７６】
ステップＳ３０１において、非標準残価率算出処理において算出した、プール形成数分の
非標準化された予測残価率を読み出す。
【００７７】
ステップＳ３０２において、各前記読み出した各非標準化された予測残価率について、前
記受け付けた基準残価から減算し、差分値を算出する。そして、プール形成数分の差分値
に基づいて平均値を算出して、平均補償額として記憶する。なお、非標準化された予測残
価率の平均値を算出し、これを基準残価から減算して平均補償額を算出してもよい。
【００７８】
ステップＳ３０３において、ステップＳ３０２で求めた平均補償額が負値となっている場
合、保険は発動されないため、平均補償額を０に補正する。
【００７９】
本実施形態では、プール単位で保険の発動を決定するように構成すべく、個々の予測残価
率が基準残価よりプラスとなる場合とマイナスとなる場合をプール内で相殺して、平均補
償額を求めている。なお、図６におけるＨを１とすれば、プール形成数を１、すなわちプ
ールを形成せず１台単位での保険引受けを行う場合の補償額を、平均補償額として算出す
ることができる。
【００８０】
（保険料算出処理）
保険料算出処理とは、平均補償額に基づいて所定の保険料算出ロジックにより保険料を算
出する処理である。保険料算出ロジックとしては、標準予測残価率算出処理、非標準予測
残価率算出処理、平均補償額算出処理を、複数セット（例えば１万セット～１０万セット
）繰り返すことにより、複数の平均補償額を求め、かかる複数の平均補償額の平均値に対
し、例えば、推定誤差に対する安全率調整を行い、また経費率・利潤率等を付加すること
により保険料を算出する。一例を挙げれば、平均補償額ｘに対する安全率（割増率）をｙ
、保険料全体に占める経費率及び利潤率の合計をｚとすれば、保険料＝ｘ×（１＋ｙ）／
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（１－ｚ）という計算式で保険料を算出することができる。なお、算出された保険料は、
出力手段を介してテキストやグラフ、音声などによりユーザに提示される。
【００８１】
（変形例）
財物によっては、取引を行う時期も、残価に影響を与える要因となり得る。例えば車を対
象とした場合、中古車業者の決算時期、消費者のボーナス時期、年度の切り替わりなど様
々な季節要因の影響を受け、同一車種（同一車色、同一グレード）かつ同一経過年数の車
であっても、取引する月によって残価が異なってくる場合がある。更に、例えば１月を取
引月とする車の残価が標準的な残価より高額であった場合、翌月である２月を取引月とす
る車の残価も高額になりやすいというように、過去の残価に対し正相関を示す傾向がある
。そこで、本変形例では、取引を行う時期を月単位で場合分けし、取引を行う月の影響を
考慮して月ごとに予測残価率を求めるように構成する。
【００８２】
図９に示すように、本変形例は、第１実施形態の構成に加え、更に、自己相関情報記憶手
段１５を備えている。以下、第１実施形態と異なる構成・動作について説明する。
【００８３】
関数記憶手段１０は、第１実施形態と同様に、車種ごとに、車色やグレードについて標準
化されたデータに基づく予測モデル関数を記憶するが、更に、月ごとの修正パラメータを
記憶している。
【００８４】
月ごとの修正パラメータとは、予測モデル関数の出力に対して、月ごとの残価の変動を反
映させるためのパラメータであり、例えば、予測モデル関数の出力に対する乗算係数とし
て構成することができる。
【００８５】
予測モデル関数及び月ごとの修正パラメータは、例えば中古車価格データベース２０に基
づいて求めることができる。ただし、各取引データには、少なくとも、（車種、車色、グ
レード、経年期間、残価率、売買取引月）の各値が含まれているとする。
【００８６】
予測モデル関数及び月ごとの修正パラメータを求めるためには、まず中古車価格データベ
ース２０より、同一車種の中古車について、（車色、グレード、経年期間、残価率、売買
取引月）の各値を含むデータ群を抽出する。次に、かかるデータ群に対し、各データの車
色、グレードに応じて標準化を行い、（経年期間、修正残価率、Ｘ１ 、・・・、Ｘ１ ２ ）
の各値を含む、標準化されたデータ群を得る。ここで、Ｘ１ 、・・・、Ｘ１ ２ は、１月か
ら１２月までに対応するダミー変数であり、売買取引月に該当するダミー変数のみ１を取
り、それ以外の場合は０を取るように設定される。
【００８７】
そして、標準化されたデータ群に対して、例えば指数関数α×ｅｘｐ（－β×経年期間）
／（Ｓ１ ×Ｘ１ ＋Ｓ２ ×Ｘ２ ＋・・・＋Ｓ１ ２ ×Ｘ１ ２ ）を当てはめる。（α、β）が予
測モデル関数を構成するパラメータであり、Ｓ１ 、・・・、Ｓ１ ２ が各月の修正パラメー
タである。指数関数等の当てはめには、各種の非線型最小２乗法のアルゴリズムを用いる
ことができる。なお、最小２乗法を用い当てはめる際には、Ｓ１ ＋Ｓ２ ＋・・・＋Ｓ１ ２

＝１２という条件などを制約条件として用いることが必要となる。
【００８８】
自己相関情報記憶手段１５は、車種ごとに、前月の標準予測残価率と該前月の標準予測残
価率期待値の差と、当月の標準予測残価率と当月の標準予測残価率期待値との差の相関の
程度を示す自己相関パラメータρ（０≦ρ≦１）を記憶している。なお、ρを、過去の複
数月における前記差と、当月における前記差の相関の程度を示すように構成してもよい。
【００８９】
制御手段１４は、各処理は原則として第１実施形態と同様であるが、標準予測残価率算出
処理については図１０に示すフローチャートのように、非標準予測残価率算出処理につい
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ては図１１に示すフローチャートのように変形して実行する。また、平均補償額算出処理
では、１月から１２月までの非標準化された予測残価率を読み出して平均補償額を算出す
る。
（標準予測残価率算出処理）
ステップＳ１００からＳ１０２までは第１実施形態と同様である。
ステップＳ１０３において、自己相関情報記憶手段１５を参照して、受け付けた車種に対
応する自己相関パラメータρを読み出す。
ステップＳ１０４において、月パラメータｊに１をセットする。
ステップＳ１０５において、（平均値、分散）＝（０、１）となる正規分布に従う乱数を
発生させる。
ステップＳ１０６において、ｊ＝１の場合はステップＳ１０７に進み、そうでない場合は
ステップＳ１０８に進む。
ステップＳ１０７において、前記発生させた乱数を標準予測残価率算出用乱数として記憶
し、ステップＳ１１０に進む。
ステップＳ１０８において、前月（（ｊ－１）で示される月）の標準予測残価率算出用乱
数を読み出す。
ステップＳ１０９において、前記発生させた乱数及び前記読み出した前月の標準予測残価
率算出用乱数に対し、前記読み出した自己相関パラメータρに基づいて当月（ｊで示され
る月）の標準予測残価率算出用乱数を算出する。ここで当月の標準予測残価率算出用乱数
の算出には、例えば以下の式を用いることができる。当月の標準予測残価率算出用乱数
＝（前月の標準予測残価率算出用乱数）×ρ＋（発生させた乱数）×（１－ρ２ ）１ ／ ２

ステップＳ１１０において、関数記憶手段１０を参照して、月ごとの修正パラメータＳｊ

を読み出す。そして、標準予測残価率期待値及び前記読み出した予測モデル分散及び当月
の標準予測残価率算出用乱数に基づいて当月（ｊで示される月）の標準予測残価率を算出
し、記憶する。ここで当月の標準予測残価率の算出には、例えば以下の式を用いることが
できる。
当月の標準予測残価率＝
（標準予測残価率期待値）／Ｓｊ ＋（当月の標準予測残価率算出用乱数）×（予測モデル
分散）１ ／ ２

ステップＳ１０９及びステップＳ１１０の式のもとでは、ρが１に近づく程、当月の標準
予測残価率算出用乱数は前月の標準予測残価率算出用乱数に近づくため、ρの値を調整す
ることで、前月の残価率の傾向（例えば、標準予測残価率期待値より高額、又は低額にな
る傾向）に相関関係を持たせて、当月の標準予測残価率を算出することができる。
ステップＳ１１１において、ｊに１を加算する。
ステップＳ１１２において、ｊ≦１２の場合、ステップＳ１０５に戻る。そうでない場合
は処理を終了する。
【００９０】
（非標準予測残価率算出処理）
ステップＳ４００において、ユーザから各月のプール形成数Ｈｊ （ｊは月を示す）を受け
付ける。なお、例えば１月は１００台、２月は１５０台というように、前記受け付けるプ
ール形成数が月ごとに異なっていてもよい。
【００９１】
ここで、各月のプール形成数の比が得られている場合は、ユーザから年間プール形成数を
受け付けて、これを前記プール形成数の比に基づいて各月に振り分けることにより、各月
のプール形成数Ｈｊ を定めるように構成してもよい。このとき、車色やグレードと同様に
、月を選択する確率が前記プール形成数の比に応じた確率となるように設定し、かかる確
率に従って月を選択して振り分けるように構成してもよい。
【００９２】
ステップＳ４０１において、月パラメータｊに１をセットする。
【００９３】
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ステップＳ４０２において、ループ変数ｉに１をセットする。
【００９４】
ステップＳ４０３において、構成比記憶手段１２を参照して、標準予測残価率算出処理で
受け付けた車種に対応する車色及びグレードの構成比を読み出す。
【００９５】
ステップＳ４０４において、各属性値を選択する確率が構成比に応じた確率となるように
設定し、かかる確率に従って車色及びグレードを選択する。
【００９６】
ステップＳ４０５において、非標準化情報記憶手段１３を参照して、前記受け付けた車種
について、車色の非標準化情報、及びグレードの非標準化情報を読み出す。
【００９７】
ステップＳ４０６において、標準予測残価率算出処理で算出した当月（ｊで示される月）
に対応する標準予測残価率を読み出し、かかる標準予測残価率に対し前記読み出した各非
標準化情報に基づいて修正を施して、非標準化された予測残価率を算出して記憶する。
【００９８】
ステップＳ４０７において、ｉに１を加算する。
【００９９】
ステップＳ４０８において、ｉ≦Ｈｊ である場合はステップＳ４０４に戻り、そうでない
場合はステップＳ４０９に進む。
【０１００】
ステップＳ４０９において、ｊに１を加算する。
【０１０１】
ステップＳ４１０において、ｊ≦１２である場合はステップＳ４０２に戻る。そうでない
場合は処理を終了する。
【０１０２】
本変形例の構成によれば、取引月の違いに基づく影響を修正して、また、前月との相関を
考慮して、各月の予測残価率を算出することができる。かかる各月の予測残価率に基づい
て平均補償額を算出することにより、季節による残価の変動を反映させて保険料を算出す
ることができる。
【０１０３】
（第２の実施形態）
次に、本発明の第２の実施の形態について説明する。第２の実施の形態は、保険料算出プ
ログラム、又は残価予測プログラムを記録した記録媒体を備える。この記録媒体はＣＤ－
ＲＯＭ、磁気ディスク、半導体メモリその他の記録媒体であってよく、ネットワークを介
して流通する場合も含む。
【０１０４】
保険料算出プログラムは記録媒体からデータ処理装置に読み込まれ、データ処理装置の動
作を制御する。データ処理装置は保険料算出プログラムの制御により、標準予測残価率算
出処理、非標準予測残価率算出処理、平均補償額算出処理、保険料算出処理等を実行する
。すなわち、図１又は図９における保険料算出システムによる処理と同一の処理を実行す
る。
【０１０５】
残価予測プログラムは記録媒体からデータ処理装置に読み込まれ、データ処理装置の動作
を制御する。データ処理装置は残価予測プログラムの制御により、標準予測残価率算出処
理、非標準予測残価率算出処理等を実行する。すなわち、図７における残価予測システム
による処理と同一の処理を実行する。更に、予測モデル関数を求める処理を実行するよう
に構成してもよい。
【０１０６】
（その他）
なお、本発明は、上記実施の形態に限定されることなく種々に変形して適用することが可

10

20

30

40

50

(16) JP 3581094 B2 2004.10.27



能である。例えば、残価＝当初価格×残価率という関係に基づいて、残価率を残価に変換
することができるため、上記実施形態において、「予測残価率」を「予測残価」に置き換
えても、本発明を同様に実行することができる。
【０１０７】
また、上記実施形態では、標本値を発生させる分布として正規分布を用いているが、過去
のデータから推定される分布であれば、正規分布以外の分布を用いて標本値を発生させる
ように構成してもよい。例えば、対数正規分布等の分布を用いたり、過去の誤差分布をブ
ートストラップ法で当てはめるといったことが考えられる。
【０１０８】
また、本発明の残価予測方法及び残価予測システムは、予測残価を用いたリース料率の算
定方法・算定システムや、自動車等の担保融資における担保価値の算定方法・算定システ
ムや、車両保険等の保険設計方法・設計システムなど、予測残価を用いる種々の情報処理
方法・情報処理システムに適用することができる。
【０１０９】
【発明の効果】
本発明は、過去に発売された同種財物の現時点における中古市場の流通価格を用いて、当
該財物の将来における中古価格（残価）を予測することによって、中古品として処分した
場合の将来の交換価値を把握することができ、従来の減価償却法よりも精度の高い予測が
可能となる。
【０１１０】
また、本発明は、標準化することによって、すなわち、各データが代表属性値を取ると擬
制することによって、同一カテゴリに同傾向を示すデータを集約させているため、カテゴ
リを細分化した場合に生じるデータ減少を起こすことなく、同傾向を示すデータに基づい
て、精度よく残価を予測することができる。
【０１１１】
また、本発明は、一定数の財物をまとめてプールを形成し、プール単位で残価保証保険を
設計する場合に、属性の構成比に基づいて属性値を確率的に選択する構成としているため
、プール内の属性の構成比、更にはプール形成数に依存する属性の構成比のばらつきをも
考慮して、残価保証保険の保険料を算出することができる。
【図面の簡単な説明】
【図１】本発明の第１の実施形態である保険料算出システムの構成を示すブロック図であ
る。
【図２】予測モデル関数を説明するための図である。
【図３】構成比の例を説明するための図である。
【図４】非標準化情報の例を説明するための図である。
【図５】標準予測残価率算出処理の流れを示すフローチャートである。
【図６】非標準予測残価率算出処理の流れを示すフローチャートである。
【図７】本発明の残価予測システムの構成を示すブロック図である。
【図８】平均補償額算出処理の流れを示すフローチャートである。
【図９】第１の実施形態の変形例の構成を示すブロック図である。
【図１０】変形例における標準予測残価率算出処理の流れを示すフローチャートである。
【図１１】変形例における非標準予測残価率算出処理の流れを示すフローチャートである
。
【符号の説明】
１　保険料算出システム
１０　関数記憶手段
１１　分散記憶手段
１２　構成比記憶手段
１３　非標準化情報記憶手段
１４　制御手段
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１５　自己相関情報記憶手段
２０　中古車価格データベース

【 図 １ 】 【 図 ２ 】

【 図 ３ 】
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【 図 ４ 】 【 図 ５ 】

【 図 ６ 】 【 図 ７ 】
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【 図 ８ 】 【 図 ９ 】

【 図 １ ０ 】 【 図 １ １ 】
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